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１１．．ははじじめめにに  

政府によって「働き方改革」が打ち出されるなど，従来の働き方を見直す機運が高

まっている。これまでは均一的な価値観や属性を持った人々が同じ場所に出社し、顔

を合わせて働くことが当たり前であったが、ＩＴの技術革新と多様性を受け入れる社

会に転換しつつあり、働き方は大きな転換期を迎えている。 

さらに、新型コロナウィルスの感染爆発が２年以上に続いていたことで、場所や時

間を問わない働き方であるテレワークが急速に普及している。しかしながら、テレワ

ークが急ピッチで普及したことで効果検証やその働き方の有効性を検証した文献は少

なく、戦略的にテレワークを導入するための材料は少ない。 

一方で、テレワークを導入する企業はいまや 50％を超えており（図１）、テレワー

クを経験した従業員の 60％以上が今後もテレワークを継続的に活用したいと回答し

ているデータもあり、企業の運営においてテレワークは無視できない要素となりつつ

あると考えられる。 

本稿では、テレワークに積極的に取り組む企業を調査し、テレワークが企業経営に

与える効果を明らかにすること、そのうえでテレワーク導入の障壁を明らかにし、そ

の障壁を解消する方法を提示することにある。 

本稿の構成は以下のとおりである。第２節では、テレワークについて、その歴史、

分類、先行研究をレビューすることで説明する。第３節では、テレワークを積極的に

活用し、成果を上げている企業の事例を紹介する。第４節では、事例から導き出され
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るテレワークの効果を述べるとともに、今後の日本においてテレワークが有効になる

か検証し、まとめとして結言を述べる。 

 

２２．．テテレレワワーークク  

22--11..  テテレレワワーーククのの歴歴史史  

 古矢眞義(2011)によると、テレワークの歴史は 1970 年代のアメリカにまでさかの

ぼる。当時、アメリカ・ロスアンゼルスでは、自動車交通量の増加に伴う大気汚染が

大きな問題となっており、また二度にわたって起こった石油危機への対応から、オフ

ィスに出勤せず自宅で仕事をするテレワークという働き方が導入された。当時は、テ

レワークとはいわず、テレコミュート（Telecommute）という言葉が使われた。しかし、

高速ネットワーク回線が普及していなかったため、広く普及するには至らなかった。 

1980 年代に入り、ＰＣ普及や女性の社会進出が本格的になるにともない。欧米諸国

ではテレワークというフレキシブルな働き方に関心が高まる。その後、1989 年のサン

フランシスコ地震、1994 年のノースリッジ地震と二度にわたる大地震で、カリフォル

ニア州は甚大な被害を受けた。これを機に、テレワークはリスク分散のための重要な

方策として注目され、インターネットの普及と相まって導入が急速に進んだ。在宅勤

務を導入することにより、従来のオフィスをダウンサイジングすることが可能である

ことに着目し、企業戦略の中にテレワークを位置づける企業が増加したのもこの時期

である。 

2001 年に起こった 9.11 同時多発テロの際には、テレワークを導入していた企業等

がいち早く事業を再開できたことから、事業継続性の確保のためにテレワークの導入

を図るケースが増加した。その後、2019 年末より発生した新型の感染症拡大により、

外出禁止などの措置が取られたことで、大手ＩＴ企業が働き方を原則テレワークとす

るなど、現在まで再びテレワークが注目を浴びている。 

 一方、我が国に目を転じてみると、1990 年前後のバブル経済の時期に、都心オフィ

スのコスト高騰から逃れるため、郊外部に職住近接型のサテライトオフィスを設置す

る動きがみられた。これが、我が国におけるテレワークという働き方の始まりではな

いかと思われるが、その後のバブル崩壊、それに続く都心部オフィスのコスト低下、

高速ネットワーク回線サービスがなかったことなどから、これらのサテライトオフィ

スは 2000 年頃までに全て閉鎖されることになった。その後、政府が進める働き方改革

の一環として、一部企業がテレワークの導入を進めたが、育児や介護などを抱えてい
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る従業員に向けた働き方として捉えている場合が多く、テレワークという働き方を企

業の戦略の中に位置づけ、企業にとってどんなメリットがあるのかという視点で検討

しているとは言い難い状況であった。しかしながら、2019 年末より発生した新型の感

染症拡大により、政府による緊急事態宣言や出社率抑制の呼びかけがあり、半ば強制

的に多くの大企業がテレワークを実施した。全国的かつ同時に多くの企業がテレワー

クを実施したことで、国内でのテレワーク導入のハードルが下がり、実際に実施して

みて業務に大きな支障が生じなかったこと、緊急時の事業継続性などに一定のメリッ

トがあることから、企業は今後もテレワークを継続するのかどうかを検討しており、

図１から読み取れるように 2019 年から 2020 年を境に継続的にテレワークを導入する

企業が増えつつある。例えば、原則在宅ワークを基本とし、社員の通常勤務地を「自

宅」として、会社に出勤時は出張扱いとするといった企業も出現している。 

  

図１：国内企業におけるテレワークの導入状況 

(出所：令和 2 年通信利用動向調査、令和 3 年通信利用動向調査をもとに筆者作成) 

  

22--22..  テテレレワワーーククのの分分類類  

 テレワーク（Telework）は「ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した場所や時間にとら

われない柔軟な働き方」と定義されている．テレワークの「テレ（tele）」は「遠く」

あるいは「離れて」という意味で、テレワークとは「（従来の固定的なオフィスから）

遠く、離れて働く」ということを意味する。 

テレワークを就業形態で分類すると、図２のように雇用型と自営型に分類できる。

雇用型テレワークとは、企業で決められた勤務先オフィスで働いている被雇用者が、
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ＩＣＴを活用して、オフィス外などで時間や場所にとらわれない働き方するワークス

タイルのことを指している。雇用型テレワークの代表的な働き方としては、従業員な

どが自宅で仕事をする在宅勤務や、営業や管理部門などの従業員がさまざまな場所で

仕事をする勤務などがあげられる。近年はタブレット端末やスマートフォンのような

高機能端末や高速モバイル回線普及によって、テレワークが必要なＩＣＴ状況が整っ

ており、またレンタルスペースやシェアオフィスなどが各地にできるなど場所の面で

もテレワークをおこないやすい状況が整ってきている。 

自営型テレワークとは、個人事業主や個人に近い小規模事業者が、ＩＣＴ を活用し

て、時間や場所にとらわれない働き方をするワークスタイルのことを指している。 

 

図２：就業形態別テレワークの分類 

（出所：筆者作成） 

 

22--33..  国国内内ににおおけけるるテテレレワワーーククのの先先行行研研究究  

テレワークが大きく普及する 2019 年以前から、佐堀大輔(2002)、古川靖洋(2010)、

高場希恵、吉田知加(2017)などテレワーク実現への課題や実現に向けた考察など多く

の研究が行われてきた。それらの研究ではＩＣＴの面からみれば実現可能性はあるが、

「セキュリティ」、「労務管理」、「人事評価」、「コミュニケーション」、「風土や組織の

理解」が実現へのハードルとなっているといわれている。 

一方で、新型の感染症の拡大もあり、半ば強制的にテレワークが普及した 2020 年以

降は、出社率抑制などが世間で大きく取り上げられたこともあり、テレワーク実施状

況調査が多くおこなわれてきた。一方で、テレワークをおこなった結果、どのような
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効果があったのかといった報告書は少なく、テレワークの効果について書かれた論文

はほとんどない。 

しかしながら、図１で示すように、テレワークを導入する企業が増えてきており、

また育児や介護の際に利用できる限定的な働き方ではなく、通常時の勤務形態の一つ

としてテレワークを導入する企業が増えつつある。 

また総務省(2021)によると、テレワーク実施者のうち６割以上が今後もテレワーク

を実施したいという意向を示していることも読み取れる。このような状況から今後、

企業はテレワークという働き方を戦略の一つとして捉え、テレワーク実施の有無を判

断する必要があり、テレワークの効果についての資料は非常に重要になると考えられ

る。 

 

22--44..  海海外外ににおおけけるるテテレレワワーーククのの先先行行研研究究  

 海外の先行研究では、テレワークが与える影響についていくつかの報告がおこなわ

れている（例えば、Andrade=Lousã,2021）。海外においても新型の感染症の拡大により

テレワークを余儀なくされたケースが多く、実際にテレワークをおこなった結果、仕

事のパフォーマンス、健康面、生活面への影響があったのかなどについて調査が行わ

れている。そして、テレワークがどのような場合に有効か、今後も継続すべきかなど

を分析している報告がいくつかある。 

例えば、アメリカでは、テレワークは若年層の仕事におけるネットワーク構築の機

会を阻害し、高齢者にもデメリットが大きいが、中年層にはメリットが多くある、と

いう研究成果が報告されている（例えば、Tahlyan et al.,2022）。また、サウジアラ

ビアでは、テレワークに変更することで、職務の円滑化、時間の管理、パフォーマン

スおよび仕事の満足度向上につながり、特に既婚男性、週 40 時間未満の勤務者などに

はテレワークの有効性が高く、全体としても半数以上が今後もテレワークを推奨した

い、という研究成果が報告されている（例えば、Zalat=Bolbol,2021）。 

 このほかには、Adamovic(2022)による、従業員の文化的背景がテレワークの有効性

に影響を与えるかという研究もなされており、パワーディスタンスと個人主義の度合

いがテレワークに影響を与えるという結果を示している。このデータは海外の研究結

果のみを参考にすることの危険性を示しており、日本企業でのテレワークの影響を調

査する必要性を示している。このことから、日本企業がテレワークを戦略的に実施す

るのかどうかの判断には、日本でのテレワークの有効性を調査することが重要である

と考えられる。 
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３３．．テテレレワワーークク実実施施企企業業ににおおけけるる事事例例調調査査  

33--11..  富富士士通通ググルルーーププのの事事例例  

富士通グループでは 2015 年度からテレワーク制度を導入しており、新型の感染症

の拡大に伴い、その規模を大きく拡大している。今回のテレワーク制度の拡大により

グループ従業員 8 万人以上、全従業員の 9 割が対象となり、対象部門ではオフィス規

模を半減にする、部内での出社率 25％以下にする、原則テレワークとするなどの方

針を打ち出すことで大規模かつ大胆にテレワークを推進している。このように、2019

年以前から戦略的にテレワークを導入し、全社的にテレワークを実施している富士通

グループを事例調査の対象とした。テレワーク制度拡大にはどのような背景があるの

か、なぜテレワークを推進するのか、それらについてインタビュー調査をおこなっ

た。 

 

33--11--11．．調調査査結結果果  

インタビュー調査では、富士通グループの一つである株式会社富士通ラーニングメ

ディアのＨ氏にインタビューをおこない、富士通グループにおけるテレワーク推進の

背景を重点的に調査した。図３では調査することで見えてきた富士通グループのテレ

ワークについて、ワーク視点、ライフ視点でまとめている。 

ワーク視点で見ると、業務の生産性という点では、月当たりの残業時間は出社勤務

とテレワーク勤務を比べても 0.9 時間しか差はなく、テレワークにより業務の生産性

はほとんど変わらない。社外との連携という点では、出社勤務の際は協業企業を直接

訪問することが主流であったが、原則テレワークとしたことで、訪問せずにＷＥＢ会

議ツールを活用することが社外にも受け入れられるようになり、直接訪問が難しい遠

方の企業などとの連携が増加しつつある。部門異動という点で見ると、全社的に原則

テレワーク勤務する以前は異動に伴い部門の拠点近くへの転居が必須であったが、原

則テレワークとなって以降は転居をする必要がなくなり、なんらかの理由で転居が難

しい従業員であっても部門異動が可能となった。これにより、なんらかの制限があっ

たとしてもチャレンジしたい部門への異動が実現できる状況となっている。 

ライフ視点で見ると、通勤時間という点では、一人当たりの月平均通勤時間が 30

時間程度減少し、ライフにかける時間を確保しやすい状況を実現している。睡眠時間

という点では、社内でのテレワーク実施率が上がると睡眠時間が増えるという結果が

出ている。単身赴任という点では、テレワークを導入してから、単身赴任解消者が増
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えてきており、家族との時間を確保しやすい状況となっている。 

 

図３：富士通グループのテレワークの効果 

(出所：富士通グループ公式ＨＰ、インタビュー調査をもとに筆者作成) 

 

図４では、富士通グループにおけるテレワーク実現によりどのような効果があった

のか、ＳＷОＴ分析により整理したものを示している。分析では、テレワークを実現

することで富士通グループ内にはどんな強み（メリット）、弱み（デメリット）が生

まれたのか。テレワークを実現することでどのようなビジネスの機会が生まれたの

か、脅威が生まれたのかを分析している。 

強みについてみると、第一に適材適所の人材活用がしやすい状況が生まれている。

例えば、テレワークを実現することでなんらかの制限がある従業員であったしても異

動を実現しやすくなり、従業員目線でみてもチャレンジしやすい環境が生まれてい

る。第二に健康経営につながっている、テレワークを実現することで従業員の睡眠時

間が増加しており、健康向上につながる可能性がある。第三に費用削減を実現してい

る、テレワークを実現することで出社する人数が大きく減り、オフィス半減、通勤費

削減、出張費削減など費用削減につながっている。 

弱みについてみると、出社時に比べて小さな相談や雑談をしにくい状況になってい

る。これについては雑談部屋を設けるなど対策をおこなっているとのことである。 

機会についてみると、第一に協業の可能性が拡大している。例えば、これまでは直

接訪問しないと実現しなかった協業がＷＥＢ会議ツールでの顔合わせから実現できる

ようになりつつあり、これまでは訪問が難しかった企業などとの協業を実現してい

る。第二に障害者雇用の実現につながっている、例えば、これまでは出社できない障
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害者の雇用は実現できなかったが、原則テレワークとしたことで出社できなくても雇

用が可能となるなど障害者雇用の拡大を実現している。 

脅威についてみると、これまでは出社することで会社に所属しているという意識が

生まれていたが、出社する機会が大幅に減ったことで帰属意識の低下の可能性があ

る。これに対しても、部門内での交流をＷＥＢツール意図的に実施するなど対策を講

じているとのことである。 

 

図４：富士通グループのテレワーク(ＳＷОＴ分析) 

(出所：富士通グループ公式ＨＰ、インタビュー調査をもとに筆者作成) 

https://www.fujitsu.com/jp/innovation/worklifeshift/casestudies/ 

 

33--11--22．．ワワーーククエエンンゲゲーージジメメンントト、、健健康康経経営営へへのの貢貢献献  

ワークライフバランスや健康経営が注目される中で、富士通グループにおけるテレ

ワークは睡眠時間の増加と出勤時間の大幅な削減を実現していることがわかり、ワー

クライフバランスと健康の促進にテレワークが貢献していることがわかる。図５に示

すテレワークと睡眠時間の相関関係はテレワークが健康経営につながる重要なデータ

と思われる。また通勤時間の大幅な削減は、特に通勤時間が長くなりがちな都市部で

勤務する従業員に有効性であり、ライフにかける時間確保につながっている。その点

について、インタビュー中でも触れており、『通勤時間が減ったことでライフの時間

に余裕を持つことができるようになり、その結果がワークエンゲージメントの向上に

つながっている可能性が高い』と分析している。 
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図５：睡眠時間とテレワーク実施者の割合 

(出所：富士通グループ公式ＨＰ、インタビュー調査をもとに筆者作成) 

https://www.fujitsu.com/jp/innovation/worklifeshift/casestudies/ 

 

33--11--33．．人人材材活活用用へへのの貢貢献献 

富士通グループの調査の中で、テレワークは人材活用に大きく貢献する可能性があ

ることがわかった。雇用の観点では、富士通グループではこれまで出社を前提として

いたために就労できなった障害者などの雇用拡大につながっている。既存従業員にお

いても、これまでは転居しないと実現できなかった部門異動を原則テレワークにした

ことで、転居せずに実現できるようになり、転居できない社員の適材適所の登用につ

ながっている。この事例は育児や介護などのなんらかの理由で転居できない従業員の

人材活用の可能性を拡大している。このことはワークエンゲージメント向上につなが

る可能性がある。 

  

33--11--44．．協協業業、、イイノノベベーーシショョンンのの可可能能性性  

インタビューの中で、「新型コロナウィルスの拡大に伴い、多くの企業がテレワー

クを実施するようになり、訪問を前提としていた打ち合わせがオンラインでのＷＥＢ

会議となった。物理的に離れており、なかなか出会うことのなかった企業との協業の
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チャンスが生まれている」と話されており、テレワークは新たなイノベーションを生

み出す機会となる可能性があると考えられる。 

 

33--22..  ＡＡ社社（（ソソフフトトウウエエアア開開発発企企業業））のの事事例例  

Ａ社は東京に本社を置き、本社とは遠く離れた沖縄にソフトウェア開発拠点を置

く、人材マネジメントシステムを提供するＩＴ企業である。2011 年の創業当時から

テレワークを前提してきた企業である点とテレワーク導入やリモートでの人材マネジ

メントを支援している企業である点に着目し、今回の調査対象とした。 

 

33--22--11．．調調査査結結果果  

Ａ社の執行役員であるＳ氏にインタビューをおこない、Ａ社における働き方とテレ

ワークへの向き合い方、リモートマネジメントについて重点的に調査した。 

Ａ社では、テレワークを通常の働き方として捉えており、業務プロセスや会社運営

をテレワークすることを前提に確立している点が他の事例対象企業と異なっている。

図５では、Ａ社におけるテレワークにより、どのような効果があったのかをＳＷОＴ

分析により整理したものを示している。分析では、テレワークを実現することあるい

は実現するうえで、Ａ社内にはどんな強み（メリット）、弱み（デメリット）が生ま

れたのか。テレワークを実現することでどのようなビジネスの機会が生まれたのか、

脅威が生まれたのかを分析している。 

強みについてみると、第一にテレワークを前提として業務プロセスを構築していた

ことがある。これは、創業時からテレワークを意識していたことが起因となってい

る。第二にテレワークを前提としていることで事業継続性が非常に高い、具体的には

本社に限定した業務など特定の拠点でしかおこなえない業務がほとんどなく、災害が

あったとしてもＰＣとインターネット環境があれば事業を継続することができる。第

三にＩＴ企業であることでテレワークに必要なＩＴスキルを兼ね備えた人材が豊富で

あり、テレワークを実現するうえでの強みとなっている。 

弱みについてみると、創業時からテレワークを意識していたこともあり、特にテレ

ワークにより生じるデメリットはないと思われる。 

機会についてみると、第一に多様な人材活用の実現につながっている、例えば、富

士通グループ同様に障害者の雇用であったり、あるいは居住地を問わない採用であっ

たり、出社勤務では雇用しにくい人材であっても活用できる状況である。第二に協業

の可能性が拡大している。例えば、富士通グループ同様に、協業がＷＥＢ会議ツール
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での顔合わせから実現できるようになりつつあり、訪問できない企業などとの協業を

実現している。 

脅威についてみると、テレワークが普及することでテレワークの先駆け企業である

メリットを失いつつあり、テレワークを魅力に感じている人材の流出の可能性が高ま

りつつある。これについて、今後は会社への帰属意識を高める方法を検討する必要が

ある。 

  

図６：Ａ社におけるテレワーク(ＳＷОＴ分析) 

(インタビューをもとに筆者作成) 

  

33--22--22．．業業務務ププロロセセスス  

インタビューの中で、「創業からテレワークを前提に業務プロセスを確立している

ため、テレワークと出社勤務による生産性の変化はない、むしろ開発部隊では生産性

向上につながっている」と述べている。また今後新たにテレワークを導入する企業に

ついて、「これまでテレワークを導入してこなかった企業がテレワークを実現するに

は、業務プロセスの見直しから始めることが最も重要」と分析されている。 

 

33--22--33  事事業業継継続続性性  

インタビューの中で、緊急時の事業継続性について次のように述べている。「創業

が 2011 年という東日本大震災の年であり、多くの企業が事業を継続できない状態を

目の当たりにした。災害があっても事業継続できる企業を目指さないといけないと考
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えたときにテレワークを前提にすると決めた。拠点分散を考えないといけない、本社

は東京、開発拠点は沖縄と決め、テレワークを前提とした業務プロセスを確立し

た。」 

拠点分散、場所に縛られずに事業運営できるテレワークは事業継続の観点から非常

にメリットがあり、戦略的にも重要になると考えられる。 

 

33--22--44  リリモモーートトママネネジジメメンントト  

Ａ社は人材マネジメントシステムを提供しており、テレワークにおけるマネジメン

トを創業から実践していることから、多くの企業からリモートマネジメントについて

の支援を求められてきた実績がある。今回のインタビューでは、実際にＡ社がどうよ

うなリモートマネジメントおこなっているか質問し、次のような回答を得た。 

「テレワークでは、さりげなく褒めることを重要にしている。日本人は組織の中で目

立ちすぎることを嫌う傾向にあるが、一方で褒められたいという承認欲求はある。上

司が部下にＷＥＢ会議を接続して褒めることで、社内で呼び出して褒めるなど目立つ

ようなことをしなくても、簡単に部下の承認欲求を満たすことができる。そういう意

味ではテレワークは日本人には向いているかもしれません。」 

 太田肇(2022)によると、アメリカ、中国、韓国などの７カ国と比較すると、日本の

若者は周囲に気を使い、自己抑制をかけて社会生活を送る傾向があるが、一方で評価

されたい欲求は他国と同様に高い傾向がある。つまり目立ち過ぎることなく、褒めら

れることは日本の若者にとって非常にいい環境である可能性が高い。Ａ社のリモート

マネジメントはまさにそれを実践している。 

 

33--33．．ＢＢ社社（（電電子子部部品品メメーーカカーー））  

Ｂ社は京都に本社を置き、国内（主に北陸地方）および海外に 4 拠点の生産拠点を

置く電子部品メーカーである。Ｂ社はテレワーク導入が難しいと言われる製造業であ

りながら、新型感染症の拡大に伴い、急ピッチでテレワークを導入した。その後、現

在までテレワークの適応範囲を拡大し続けている。オフィスを全面フリーアドレス化

するなど、働き方改革にも積極的に取り組む企業であることから事例調査の対象とし

た。 

 

33--33--11．．調調査査結結果果  

  Ｂ社の取締役および人事責任者にインタビュー調査をおこない、導入が難しいと
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される製造業としてのテレワークとの向き合い方を調査した。 

Ｂ社は新型感染症の拡大に伴い、急ピッチでテレワーク導入を進めたことで様々な

障壁と向き合いながら、テレワークの業務範囲の拡大に努めてきた。そして、今後も

テレワークを拡大していく方向性を打ち出している。ここまで紹介した２社とは異な

り、これからテレワーク導入を検討する企業に近い状況からテレワークの導入を進め

た点が参考となる。インタビュー結果を図６のフレームワークにより整理している。

図６では、Ｂ社におけるテレワーク実現により、どのような効果があったのかをＳＷ

ОＴ分析により整理したものを示している。分析では、テレワークを実現することあ

るいは実現するうえで、Ｂ社内にはどんな強み（メリット）、弱み（デメリット）が

生まれたのか。テレワークを実現することでどのようなビジネスの機会が生まれたの

か、脅威が生まれたのかを分析している。 

強みについてみると、第一にワークエンゲージメント向上につながっている。従業

員は製造業であることからテレワークをできないとあきらめていたが、テレワークを

導入したこと、今後も積極的に拡大していく姿勢を示すことで、新たなことにチャレ

ンジできる印象が全社的に広まり、ワークエンゲージメント向上につながっている。

第二にテレワークを導入することで事業継続性の強化につながっている、具体的には

テレワークを導入することで災害時でも一部業務を継続することができ、これにより

災害後の事業復旧時間の短縮につながる可能性がある。第三に費用削減を実現してい

る、富士通同様にテレワークを実現することで出社する人数が減り、通勤費削減、出

張費削減など費用の削減につながっている。 

弱みについてみると、第一にリモートマネジメントが挙げられる。これまで出社勤

務でのマネジメント経験しかない管理職はリモートにおけるマネジメント力がなく、

今後は他社事例を含めて、会社としてリモートマネジメント強化が必要である。第二

にテレワークを前提としない業務プロセスが多く残っている、例えば、紙を前提とし

た業務プロセスなどがあり、テレワークにおける業務遂行の妨げとなっている。しか

しながら、これについてＢ社は業務プロセスを見直すチャンスであると捉えている。 

機会についてみると、第一に人材獲得につながっている、製造業でテレワークを導

入している点をアピールすることで応募者数が２倍以上になっているとのことであ

る。第二に営業機能の強化につながっている、例えば、これまでは訪問を前提とした

業務プロセスであったが、テレワーク導入後はＷＥＢ会議ツールでの営業活動を推奨

するようになった。これにより訪問時間削減につながり、営業件数の増加、受注件数

の増加につながっている。第三にブランド向上がある、中規模の製造業でテレワーク
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にテレワークを前提としない業務プロセスが多く残っている、例えば、紙を前提とし

た業務プロセスなどがあり、テレワークにおける業務遂行の妨げとなっている。しか

しながら、これについてＢ社は業務プロセスを見直すチャンスであると捉えている。 
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を導入したことで社外からの問い合わせ増加や採用活動における認知度が向上してい

る。 

脅威についてみると、Ｂ社がテレワークを導入してからみえた課題点は多くある

が、脅威はないと思われる。  

 

図７：Ｂ社におけるテレワーク(ＳＷＯＴ分析) 

(インタビューをもとに筆者作成) 

  

33--33--22．．人人材材獲獲得得のの優優位位性性、、ブブラランンドド向向上上  

 インタビューの中で、テレワーク導入の最大の効果は採用であると述べている。特

にテレワーク導入が難しいとされる製造業でありながら、テレワークを導入するだけ

でなく、制度面でも在宅勤務手当などを導入した。これは対外的にテレワークを推進

しているメーカーというブランドとなり、テレワークの導入前に比べ、４倍以上の応

募があると述べている。少子高齢化による生産人口が減少する中で人材獲得で優位性

を発揮できる点はテレワークのメリットであると考えられる。 

  

33--33--33．．業業務務ププロロセセススのの障障壁壁  

  テレワーク導入にあたり最も障壁になったのが業務プロセスである。出社を前提

としたプロセスが多く存在したことで、従業員側がテレワークに踏み切れなかったと

述べている。例えば、多くの企業が抱える紙決済、押印などがそれらにあたる。この

状況を打破するために打ち出した方針が管理部門と営業所の原則テレワーク勤務であ
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る。これにより半強制的にテレワークを推し進めたと述べている。このような大胆な

判断により社内でのテレワークが拡大し、自然と業務プロセス見直しが進んだと述べ

ている。このことから業務プロセスの見直しがテレワーク実施に非常に重要なことが

わかる。 

  

４４．．ままととめめ  

44--11..  テテレレワワーーククとと日日本本ににおおけけるる企企業業経経営営  

３社の事例調査からテレワークを導入することで経営的なメリットが多くあり、一

方でデメリットは少ないと考えられる。今回の調査からテレワーク導入により得られ

るメリットは、「人材活用＋人材獲得」、「健康経営＋ライフの充実」、「事業継続性」、

「費用削減」、「イノベーション」、「業務プロセスの再整理」が挙げられ、表１に整理

している。 

「人材活用＋人材獲得」では、転居を伴わない部門異動の実現により制限のある従

業員でも適材適所の人材活用が可能となる。通勤時間削減は育児や介護と仕事の両立

につながる可能性がある。出社をしなくても業務遂行ができることは。障害者の就業

機会拡張と多様な人材活用につながる。製造業などテレワーク導入が難しいとされる

業種でのテレワーク導入は先駆的な取り組みとして取り上げやすくブランド向上や応

募の増加につながる可能性がある。 

「健康経営＋ライフの充実」では、テレワークを実施することで睡眠時間の向上に

つながった事例もあることから健康経営につながる可能性がある。テレワークによる

通勤時間の削減はライフに割ける時間増加につながる。またテレワークにより、居住

地が選択できるようになることで単身赴任の解消やライフの選択肢拡張につながる。 

「事業継続性」では、テレワークにより災害時のリスク分散につながり、日常的に

テレワークを実施していることで緊急時の事業運営の円滑化につながる。 

「費用削減」では、テレワークを拡充することでオフィス削減などの固定費削減、

出勤者数が減少することで通勤費削減、ＷＥＢ会議等で出張の代替えをおこなうこと

で出張費削減につながる。 

「イノベーション」では、直接訪問では実現できなかった企業や団体との協業実現

につながる可能性がある。 

「業務プロセスの再整理」では、テレワークを導入することでこれまでの出社を前

提とした業務プロセスを見直す機会となり、この機会に業務の効率化などを推進でき
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る可能性がある。 

 

表１：テレワークの組織効果 

人人材材活活用用  ＋＋  人人材材獲獲得得  ・転居を伴わない部門異動の拡張 

・育児や介護と仕事の両立実現 

・障害者雇用の可能性 

・応募増加の可能性(ブランド向上) 

健健康康経経営営  ＋＋  ラライイフフのの充充実実  ・睡眠時間の増加 

・通勤時間の大幅削減 

・住居地の選択(ストレス低減、単身赴任解消) 

事事業業継継続続性性  ・災害時のリスク分散 

・緊急時の事業運営の円滑化 

費費用用削削減減  ・オフィス削減 

・通勤費削減 

・会議のための出張費削減 

イイノノベベーーシショョンン  ・距離を問わない協業の可能性 

業業務務ププロロセセススのの再再整整理理  ・業務効率化への可能性(プロセスを見直す機会) 

(調査およびインタビューをもとに筆者作成) 

 

表２では日本でのテレワーク導入のヒントを得るために、ＰＥＳＴ分析により政

治、経済、社会、技術の視点で、日本における企業経営を取り巻く環境をまとめてい

る。 

政治視点でみると、日本政府は働き方改革を推進しており、労働人口確保のために

多様な人材活用の推進、労働の質の改善、災害時のリスク軽減などの推進を後押しし

ている。それに伴い、行政手続きの電子化なども推進している。 

経済視点でみると、新型感染症の発生やロシアによるウクライナ進行など極めて不

安定な情勢である。 

社会視点でみると、少子高齢化による労働人口減少が問題になりつつあり、同時に

介護が必要な人口の増加している。このような状況の中で少子高齢化を将来的に改善

していくために育児支援体制の充実が急務となっている。また、デジタルネイティブ

世代が社会進出してきており、デジタル化、電子化の流れが加速することが予想でき
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る。このほかには、テレワークを導入するなど働き方を見直す企業が増えつつあり、

日本での労働市場における働き方に変化が生まれつつある。 

技術視点でみると、ＡＩやＩoＴを活用した自動化が実現しつつあり、同時に通信

の高速化、サーバー類のクラウド化が進んでいる。 

 

表２：日本での企業経営を取り巻く環境（ＰＥＳＴ分析） 

政政治治  ・働き方改革の推進 

 → 多様な人材活用(労働人口の確保) 

      労働の質の向上(業務プロセスの見直し) 

   事業継続性の向上 

・行政申請の電子化 

経経済済  ・極めて不安定 

 → コロナ禍 

   ウクライナ・ロシア情勢  

社社会会  ・労働人口減少、少子高齢化 

 → 介護人口の増大、育児支援の必要性 

・デジタルネイティブ世代の社会進出 

・新型コロナウィルスの影響によるテレワークの普及 

 → テレワークを望む労働者の存在 

技技術術  ・AI、IoT による自動化 

・通信高速化 

・サーバークラウド化 

(調査およびインタビューをもとに筆者作成) 

  

日本での企業経営における最大の課題は労働人口の確保であると。これらに対し

て、表１からもわかるようにテレワーク導入は多様な人材活用の可能性を拡大するこ

とができ、労働人口減少に貢献できる可能性が高い。また、テレワーク導入は費用削

減に貢献できる可能性が高く、経済が不安定な状況でも会社経営のメリットがあるこ

とがわかる。加えて、デジタルネイティブ世代の社会進出、ネットワーク技術の発展

はテレワークの可能性をさらに拡大することを予測できる 
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る。このほかには、テレワークを導入するなど働き方を見直す企業が増えつつあり、

日本での労働市場における働き方に変化が生まれつつある。 

技術視点でみると、ＡＩやＩoＴを活用した自動化が実現しつつあり、同時に通信

の高速化、サーバー類のクラウド化が進んでいる。 
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日本での企業経営における最大の課題は労働人口の確保であると。これらに対し

て、表１からもわかるようにテレワーク導入は多様な人材活用の可能性を拡大するこ

とができ、労働人口減少に貢献できる可能性が高い。また、テレワーク導入は費用削

減に貢献できる可能性が高く、経済が不安定な状況でも会社経営のメリットがあるこ

とがわかる。加えて、デジタルネイティブ世代の社会進出、ネットワーク技術の発展

はテレワークの可能性をさらに拡大することを予測できる 
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44--22．．結結言言  

 テレワークを導入することで得られるメリットは多いことがわかる。一方で、テレ

ワークの導入を進める上で必要となる要素はいくつかあり、それらを業務視点、マネ

ジメント視点でまとめ、表３に整理している。 

 業務視点では、これまでの出社を前提としている業務プロセスの見直しは必須であ

る。例えば、承認プロセスの電子化、資料のペーパーレス化、情報共有ツールの導

入、サーバーのクラウド化などが挙げられる。 

 マネジメント視点では、管理職へのリモートマネジメントの教育は必須である。そ

の中で、部下への意図的な声かけ、業務スケジュールや進捗の管理方法の確立、離職

防止のためにメンバーの帰属意識向上の取り組みなどが挙げられる。 

 

表３：テレワークの導入のための特に重要な要素 

業務 ・業務プロセスの見直し 

・承認プロセスの電子化 

・資料のペーパーレス化 

・情報共有ツール 

・サーバーのクラウド化 

マネジメント ・リモートマネジメント教育 

・部下への意図的な声かけ 

・業務スケジュール、進捗の見える化 

・メンバーの帰属意識情勢（週 1～2 回の全員出社設定など） 

 

テレワークを導入後に上手く機能するかどうかは、テレワークの障壁となる業務プ

ロセス、リモートマネジメントなどに対して、表３のような対策をおこなうことが非

常に重要である。 

テレワークが有効に機能することで、日本での企業経営における課題を解消できる

可能性が高いと思われる。このことから、日本での企業経営において、戦略的にテレ

ワークを導入することを強く勧めたい。 
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